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日本経済の状況は安倍政権下での政策効果もあって回復しつつあるものの、消費増税後

の駆け込み需要の反動減に、夏場の天候不順や、その後の急速な円安進行などが重なり、

回復の足取りは重いものとなっている。 

このようななか、本年も年の瀬を迎え、当地域経済を代表する本所議員の方々を対象に

｢２０１５年の経済展望｣に関するアンケート調査を実施した。調査の概要等は下記の通り。 

 

【アンケート調査の概要】 

 

 Ⅰ．調査期間  平成２６年１２月８日（月） ～ １２月１７日（水）まで 

〔前年調査  平成２５年１２月５日（木） ～ １２月１８日（水）〕 
 

 Ⅱ．調査対象  本所議員企業１５０社 

 

 Ⅲ．調査方法  Ｗｅｂ対応先（１４６社）、ＦＡＸ対応先（５社） 
 

 Ⅳ．回答状況  回答企業７９社（回答率５２.７％） 

〔前年調査  回答企業８３社（回答率５５.３％）〕 
 

 Ⅴ．回答企業内訳 

業種 回答社数 構成 

製造業 31 社 39.2% 

建設業 7 社 8.9% 

卸売業 13 社 16.5% 

小売業 6 社 7.6% 

サービス業 8 社 10.1% 

その他 14 社 17.7% 

計 79 社 100.0% 

 

 

 

 

規模 回答社数 構成 

～20 人 3 社 3.8% 

21～50 人 3 社 3.8% 

51～100 人 2 社 2.5% 

101～300 人 6 社 7.6% 

301～500 人 12 社 15.2% 

501～1,000 人 9 社 11.4% 

1,001～3,000 人 23 社 29.1% 

3,001 人以上 21 社 26.6% 

計 79 社 100.0% 

製造業 
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１．世界経済について 

（質問内容） 

２０１５年の世界経済は２０１４年と比較してどうなると予想しますか。 

 

（調査結果）【図表１】 

 

全体では、「現状程度」との予想が５割弱（４７.４％）を占めたが、「好転」・「やや

好転」との予想が３割（３０.８％）に達し、「悪化」・「やや悪化」（１８.０％）を上

回った。引き続き海外経済の持ち直しが期待されているが、前年調査と比べると慎重

さもうかがわれる。 

業種別にみると、非製造業の方が製造業より「好転」・「やや好転」と予想する割合

がやや多かった（非製造業３７.５％＞製造業２０.０％）。 

 

（ご参考/前年調査） 

全体では、「好転」・「やや好転」と予想する議員が約４割（３９.７％）で、「悪化」・

「やや悪化」との予想（９.６％）を大きく上回った。「現状程度」も約４割（４１.０％）

であった。 

業種別にみると、製造業の方が非製造業よりも「好転」・「やや好転」とみる割合が

やや多かった（製造業４２.９％＞非製造業３８.２％）。 

悪化, 4.2% 

悪化, 2.6% 

やや悪化, 23.3% 

やや悪化, 10.4% 

やや悪化, 15.4% 

現状程度, 50.0% 

現状程度, 45.8% 

現状程度, 47.4% 

やや好転, 20.0% 

やや好転, 33.3% 

やや好転, 28.2% 

好転, 4.2% 

好転, 2.6% 

わからない 
 6.7% 

わからない 
2.1% 

わからない 
 3.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 

非製造業 

全体 

製造業 非製造業 全体 

悪化 0.0% 4.2% 2.6%

やや悪化 23.3% 10.4% 15.4%

現状程度 50.0% 45.8% 47.4%

やや好転 20.0% 33.3% 28.2%

好転 0.0% 4.2% 2.6%

わからない 6.7% 2.1% 3.8%
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２．国内経済について 

（質問内容） 

２０１５年の国内経済は２０１４年と比較してどうなると予想しますか。 

 

（調査結果）【図表２】 

 

全体では、５割（５１.２％）の議員が「好転」・「やや好転」と予想。一方「悪化」

予想は無く「やや悪化」との予想も１１.５％に止まっており、世界経済見通しより好

転期待が高まっている結果となった。 

業種別にみると、非製造業の方が製造業より「好転」・「やや好転」と予想する割合

がやや多かった（非製造業６０.５％＞製造業３６.７％）。 

 

（ご参考/前年調査） 

全体では、６割弱（５６.６％）の議員が「好転」・「やや好転」と予想、前年を上回

った。一方で、「悪化」・「やや悪化」との予想は１割強（１３.２％）。「現状程度」と

の予想は２割強（２４.１％）。業種別にみると、非製造業の方が製造業より「好転」・

「やや好転」と予想する割合がやや多かった（非製造業５８.２％＞製造業５３.５％）。 
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現状程度, 33.3% 

現状程度, 34.6% 
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やや好転, 54.2% 
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好転 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 

非製造業 

全体 

製造業 非製造業 全体 

悪化 0.0% 0.0% 0.0%

やや悪化 20.0% 6.3% 11.5%

現状程度 36.7% 33.3% 34.6%

やや好転 36.7% 54.2% 47.4%

好転 0.0% 6.3% 3.8%

わからない 6.7% 0.0% 2.6%
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３．株価の動向について 

（質問内容） 

２０１５年末時点の株価水準は具体的にどの程度と予想しますか（１，０００円刻み）。 

［ご参考：調査開始前日（平成２６年１２月５日）  終値 １７，９２０円４５銭］ 

［ご参考：前年調査前日（平成２５年１２月４日）  終値 １５，４０７円９４銭］ 

 

（調査結果）【図表３】 

 

１０月末の日銀の追加金融緩和もあって株価水準は調査開始時点で前年に比べて既

に１割以上上昇していたこともあり、全業種で５割強（５５.１％）が更なる「株高」

（１８，０００円以上）を予想。「現状水準」との予想も２割強（２５.６％）あった。 

一方、「株安」（１７，０００円を下回る）予想は１割程度（１２.８％）に止まった。 
 

（ご参考/前年調査） 

アベノミクス効果もあって株価水準は前年末に比べて既に５割近く上昇しているが、

全業種で４割強（４２.１％）の議員が更なる「株高」・「やや株高」（１６，０００円～）を

予想。「現状水準」（１５，０００～１６，０００円）との予想も４割弱（３６.１％）あった。

その反面、「株安」･「やや株安」（～１５，０００円）の予想は１割程度に止まった。 
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17,000～18,000円 

27.1% 
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～15,000円 0.0% 0.0% 0.0%

15,000～16,000円 0.0% 2.1% 1.3%

16,000～17,000円 16.7% 8.3% 11.5%

17,000～18,000円 23.3% 27.1% 25.6%

18,000～19,000円 40.0% 43.8% 42.3%

19,000～20,000円 10.0% 8.3% 9.0%

20,000円～ 0.0% 6.3% 3.8%

わからない 10.0% 4.2% 6.4%



5 

 

４．為替の動向について（ドル/円） 

（質問内容） 

２０１５年末時点の為替水準は具体的にどの程度と予想しますか（５円刻み）。 

［ご参考：調査開始前日（平成２６年１２月５日） １２０円１７銭～１８銭（東京１７時）］ 

［ご参考：前年調査前日（平成２５年１２月４日） １０２円７６銭～７８銭（東京１７時） ］ 
 

（調査結果）【図表４】 

 

日銀の追加金融緩和の影響から、為替水準についても調査開始時点で前年に比べて 1

割以上円安方向へ振れていたこともあり、全体では約４割（３９.８％）が更なる「円

安」（１２０円以上）を予想。業種別では、非製造業の方が製造業よりその割合が多か

った（非製造業４３.８％＞非製造業３３.４％）。 

「現状水準」（１１５～１２０円）との予想も３割強（３３.３％）あり、「円高」（１

００～１１０円）予想は１割未満（３.９％）に止まった。１００円を切る「円高」を

予想する議員はいなかった。 
 

（ご参考/前年調査） 

全体では約３割（３１.３％）の議員が更なる「円安」・「やや円安」（１０５円超）

を予想。業種別では、製造業の方が非製造業よりその割合が多かった（製造業３９.３％

＞非製造業２７.３％）。 
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35.4% 
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32.1% 
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6.7% 
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6.3% 
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6.4% 

130円～ 
2.1% 

130円～ 
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～100円 0.0% 0.0% 0.0%

100～105円 0.0% 2.1% 1.3%

105～110円 3.3% 2.1% 2.6%

110～115円 23.3% 16.7% 19.2%

115～120円 33.3% 33.3% 33.3%

120～125円 26.7% 35.4% 32.1%

125～130円 6.7% 6.3% 6.4%

130円～ 0.0% 2.1% 1.3%

わからない 6.7% 2.1% 3.8%
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５．貴社の経営状況について 

（質問内容） 

２０１５年の貴社の経営状況は２０１４年と比較してどのようになると予想しますか。 

 

（調査結果）【図表５】 

 

全体では「厳しくなる」・「やや厳しくなる」と予想する議員が３割強（３１.５％）

と、「好転」・「やや好転」との予想（２３.７％）を上回っている。これは、前回同様

経済状況が回復しつつあるとは言え、自社の経営状況については慎重姿勢を崩してい

ないものと考えられる。「現状水準」は４割強（４２.１％）。 

業種別でみれば、その慎重姿勢は製造業の方が非製造業より割合が高い（製造業４

１.４％＞非製造業２５.５％）。 

 

（ご参考/前年調査） 

全体では「厳しくなる」・「やや厳しくなる」と予想する議員が約３割（３０.１％）

と、「好転」・「やや好転」するとの予想（２５.３％）をやや上回っている。これは、

足元の経済状況が回復しつつあるとは言え、自社の経営状況については慎重姿勢を崩

していないものと考えられる。「現状水準」は４割弱（３８.６％）。 

 

厳しくなる 
6.9% 

厳しくなる 
2.1% 

厳しくなる 
3.9% 

やや厳しくなる  

34.5% 

やや厳しくなる 

 23.4% 
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27.6% 

現状水準  

41.4% 

現状水準 

 42.6% 

現状水準  

42.1% 

やや好転 
 10.3% 

やや好転 

 29.8% 

やや好転 

 22.4% 

好転 
2.1% 

好転 
1.3% 

わからない 
 6.9% 

わからない 
2.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 

非製造業 

全体 

製造業 非製造業 全体 

厳しくなる 6.9% 2.1% 3.9%

やや厳しくなる 34.5% 23.4% 27.6%

現状水準 41.4% 42.6% 42.1%

やや好転 10.3% 29.8% 22.4%

好転 0.0% 2.1% 1.3%

わからない 6.9% 0.0% 2.6%
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６．貴社の取り組みについて（複数回答可、３つまで） 

（質問内容） 

前記設問の回答を踏まえ、２０１５年に貴社が重点的に取り組むことは何ですか。 

 

（調査結果）【図表６】 

 

前回同様、業種に関わりなく「コスト削減の強化」との回答が約７割と最も多かっ

た（全体６５．８％、製造業７１.０％、非製造業６２．５％）。 

次いで、全体では「海外展開の拡大」（３４.２％）、「設備投資の拡充」（２７.８％）、

「新事業分野への参入」（２５.３％）が２割を上回る回答を得た。 

特に、製造業では「海外展開の拡大」と回答した企業が約５割（４８.４％）に達した。 

なお、「その他」の具体的な取り組みとして、「人材強化」、「営業力強化」、「受注体

制の強化」などの回答があった。 

 

（ご参考/前年調査 

業種に関わりなく「コスト削減の強化」との回答が約７割と最も多かった。 

9.7% 

6.5% 

71.0% 

3.2% 

0.0% 

0.0% 
3.2% 

16.1% 

48.4% 

0.0% 

35.5% 

27.1% 

2.1% 

62.5% 

20.8% 

0.0% 

6.3% 

12.5% 

31.3% 

25.0% 

6.3% 

22.9% 

20.3% 

3.8% 

65.8% 

13.9% 

0.0% 

3.8% 

8.9% 

25.3% 
34.2% 

3.8% 
27.8% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

その他 

各種リストラの強化 

コスト削減の強化 
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その他 

各種リストラの強化 

コスト削減の強化 

借入金の圧縮 

現預金の積上げや株式等への運用 

雇用者数の拡大 

賃金水準の引き上げ 

新事業分野への参入 

海外展開の拡大 

研究開発費の拡充 

設備投資の拡充 

製
造
業

 
非
製
造
業

 
全
体
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７．２０１５年に期待すること（複数回答可、３つまで） 

（質問内容） 

２０１５年に特に期待することは何ですか。 

 

（調査結果）【図表７】 

 

全体として、業種に関わりなく「国内景気の持続的改善」との回答が約９割と最も

多かった（全体８７．３％、製造業９３.５％、非製造業８３．３％）。 

次いで、「個人消費の拡大」（６３．３％）、「デフレからの着実な脱却」（２６.６％）

「近隣諸国（中国・韓国）との関係改善」（２２．８％）、などが続いた。 

 

（ご参考/前年調査） 

全体として、業種に関わりなく「国内景気の持続的改善」との回答が約８割と最も

多かった（全体８３.１％、製造業７５.０％、非製造業８７.３％）。 

3.2% 

32.3% 

29.0% 

9.7% 

9.7% 

3.2% 

16.1% 

67.7% 

16.1% 

93.5% 

8.3% 

16.7% 

14.6% 

14.6% 

10.4% 

14.6% 

22.9% 

60.4% 

33.3% 

83.3% 

6.3% 

22.8% 

20.3% 

12.7% 

10.1% 

10.1% 

20.3% 

63.3% 

26.6% 

87.3% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他 

近隣諸国（中国・韓国）との関係改善 

米国経済の持続的改善 

原発再稼動を含む電力制度改革の進展 

東日本大震災からの復旧・復興の加速 

先端技術や次世代産業の更なる進展 

規制緩和・規制改革の促進 

個人消費の拡大 

デフレからの着実な脱却 

国内景気の持続的改善 

その他 

近隣諸国（中国・韓国）との関係改善 

米国経済の持続的改善 

原発再稼動を含む電力制度改革の進展 

東日本大震災からの復旧・復興の加速 

先端技術や次世代産業の更なる進展 

規制緩和・規制改革の促進 

個人消費の拡大 

デフレからの着実な脱却 

国内景気の持続的改善 

その他 

近隣諸国（中国・韓国）との関係改善 

米国経済の持続的改善 

原発再稼動を含む電力制度改革の進展 

東日本大震災からの復旧・復興の加速 

先端技術や次世代産業の更なる進展 

規制緩和・規制改革の促進 

個人消費の拡大 

デフレからの着実な脱却 

国内景気の持続的改善 

製
造
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製
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全
体

 


